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～経済・投資・開発～ 

 

 

１１月のＣＰＩ、前年同月比３．５８％上昇＝台風や洪水が影響 
統計総局が６日に発表した２０２５年１１月の消費者物価指数（ＣＰＩ）上昇率は前月比０．４５％だった。

主な要因は、自然災害の影響による食品・飲料価格の上昇と燃料価格の引き上げだった。前年同月比では３．

５８％上昇した。度重なる台風や洪水の影響で、特に野菜の価格が前月比１２．７１％と大幅に上昇した。 
１～１１月では、ＣＰＩは前年同期比３．２９％上昇となった。価格変動の大きい食料品やエネルギーを除

外したコアインフレ率は３．２１％だった。医療サービス価格の改定や住宅、電気、水道、燃料、建設資材、

食品・飲食サービスの価格上昇が影響した。（キンテーサイゴン電子版） 
 
２５年の成長率、８％超見通し＝ホーチミン市 
ホーチミン市人民委員会のグエン・ロック・ハー副委員長は９日に行われた会議で、同市の２０２５年のＧ

ＲＤＰ（域内総生産）が前年比８．０３％増の２７４０兆ﾄﾞﾝで、国全体のＧＤＰ（国内総生産）の２３．５％

を占めると予想されると報告した。１人当たりＧＲＤＰは８０６６ドルと見込まれる。 
ホーチミン市は７月１日にビンズオン省とバリアブンタウ省を統合。面積６７００平方キロメートル超、人

口約１４００万人の超大型都市となった。市全体の成長を牽引しているのは工業、建設、サービス分野。小売・

サービス売上高は１３．５％増、鉱工業生産指数の伸び率は９％になる見通し。観光収入は前年比 36％増の

２６０兆ドンと見込む。 
２６年は１０％以上の成長率を目指す。ただ、インフラ整備の遅れ、汚染、洪水、渋滞といった課題にも直

面しており、科学技術を基盤とした経済構造の再構築、デジタル経済の拡大、イノベーションとデジタルトラ

ンスフォーメーションの促進、インフラへの多額の投資などが課題となっている。（ＶＮエクスプレス） 
 
日本向け水産物輸出、２５年は記録更新の可能性も 
ベトナム税関の最新データによると、１～１１月の日本向け水産物輸出は前年同期比１１％増の約１６億ド

ルだった。 
年末は日本での水産物需要が一段と高まる季節であるため、多くの専門家は通年では２２年の最高記録（１

７億ドル）を超える可能性があると予想している。 
主力輸出品のうち、エビは数量と金額がともに増加。イカとタコも好調な伸びを維持しており、パンガシウ

スは輸出額が約７０％も増えている。 
２６年も成長の勢いが続くと予想される。環太平洋パートナーシップ(TPP)協定や日本・ベトナム経済連携

協定（ＥＰＡ）が税制や手続きの簡素化を促進し、企業が日本のサプライチェーンにより深くアクセスするの

を支援している。（ＶＮエクスプレス） 
 
ＦＤＩ企業の輸出、１～１０月２２．８％増＝国内企業は０．４％減 
税関当局の統計によると、１～１０月の外国直接投資（ＦＤＩ）企業による輸出額は前年同期比２２．８％

増の２９５６億ドルだった。 
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６品目で輸出額が１００億ドルを超え、コンピューター・電子製品・部品が８４１億６０００万ドル、電話

機・部品が４８５億１０００万ドル、機械・設備・部品が４３７億８０００万ドル、繊維・衣料品が２０４億

１０００万ドル、履物が１６１億ドルなどを記録。これら上位６品目だけで約２２５０億ドルを占めた。 
さらに、鉄鋼やカバン、木製家具、電線・ケーブルなど、輸出額が数十億ドルの商品も多数あり、こうした

主力品の主な輸出先は米国、欧州、日本、韓国、東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）諸国などとなっている。 
一方、国内企業の輸出額は前年同期比０．４％減の９５３億４０００万ドルだった。（ダウトゥ電子版） 

 
１～１１月の航空業界、旅客数・貨物量ともに２桁増 
ベトナム民間航空局の統計によると、１～１１月の旅客数は前年同期比１０．８％増の６９３０万人、貨物

量は同１８．５％増の１２０万トンだった。このうち、国内線は旅客数が７．４％増の３０９０万人、貨物は

前年同期と同水準の１８万６８００トン。 
また、国際線は旅客数が同１３．６％増の３８４０万人、貨物は２２．７％増の１１０万トンだった。 
同局は通年で旅客が前年比１１．４％増の約８４００万人、貨物は同１８％増の１４０万トンになると予想。

航空旅行需要の増加と多くの国際路線の開設が旅客数と貨物量の大幅増につながったとみている。 
２６年は旅客数９５００万人、貨物１６０万トンを目標に設定しており、航空業界の成長の勢いを創出する

ため、各省庁は航空会社に対する税、手数料、融資金利に関する優遇策を検討するとともに、ビザの緩和政策

を拡大して観光需要を刺激する必要がある。（キンテーサイゴン電子版） 
 

都市鉄道ベンタインーカンゾー線、ビングループが実施 
ホーチミン市人民員会は、市中心部のベンタインとカンゾーを結ぶ全長５４キロ都市鉄道建設プロジェクト

の投資家として複合企業ビングループ傘下のビンスピードを承認した。今月 19 日の着工を予定している。 
総投資額は約１０２兆４３００億ドン超。プロジェクトはＢＯＯ（建設・所有・運営）方式で実施し、資金

はビングループが調達する。完成は２０２８年を予定している。第１期でベンタイン駅とカンゾー駅、３９ヘ

クタールの車両基地を整備。第２期でタントゥアン、タンミー、ニャーベー、ビンカインの４駅を追加する。

路線は複線とする。 
現在、カンゾーまではフェリーがおもな移動手段となっている。（ＶＮエクスプレス） 

 
低糖の飲料や菓子が人気に 
ベトナム人の消費習慣がこの２年で大きく変化し、「低糖、低油、成分を明示した商品の消費を優先するよ

うになった。スーパーマーケットや飲料チェーン店では低糖商品のラインナップが増えるなど、多くのカテゴ

リーで新たな成長の余地が生まれている。 
小売り大手サイゴンコープの関係者は、砂糖を減らした商品やオーガニック商品の販売が急増しており、特

に若い世代と子どもの小さいファミリー層を中心とした新たな消費トレンドに対応していると明かした。ホー

チミン市内のコーヒー・ミルクティーチェーンでも低糖飲料が人気第２位となっている。乳業大手ビナミルク

は低糖や無糖の製品への需要の増加が今後も続くと予想している。 
ある調査によると、ベトナム人の８５％が食生活の改善に努めており、３７％が糖質の多い食品の摂取を控

え、４９％が購入前に成分ラベルをチェックしていた。 
グローバル市場調査会社ＩＭＡＲＣのリポートによると、ベトナムのヘルシースナック市場規模は２０２４年



 

- 3 - 

ベトナム・タイムズ 土曜増刊号 
  

が約３億６４４０万ドルで、３３年には５億７３１０万ドルに拡大すると見込まれる。（ＶＮエクスプレス） 
 
 

～政治・政策～ 

 

希土類の管理を強化＝原鉱の輸出を禁止 
国会は１１日、地質鉱物法の改正案を可決した。レアアース（希土類）を特別戦略鉱物に分類し、探査、採

掘、加工はすべて国家の許可を得てのみ行わると規定。原鉱の輸出は禁止とした。 
これらの活動は国家が指定または許可した組織および企業のみが行える。国は、希土類に関する統一的な地

質データシステムを構築・管理し、輸出入活動を規制し、適切な備蓄政策を維持する。 
また、希土類の探査、選鉱、処理に関する研究や技術移転における国際協力を奨励し、優秀な人材の育成を

優先。希土類埋蔵地域は「鉱物資源が存在するものの未採掘で、地質調査と探査結果に基づき保護が必要な地

域」と定義した。（ＶＮエクスプレス） 
 
ホーチミン市に自由貿易区を設置＝政府が提案 
ベトナム政府はホーチミン市を地域経済の中心地とするため、土地や税制、金融に関する特別な制度を備え

た自由貿易区の設置を提案した。ソン副首相が首相の委任を受け、同市発展のための特別メカニズム試行に関

する決議案を国会に提出した。 
政府は、国際競争が激化する中で自由貿易区、非関税区、特別金融区などのモデルが質の高い投資の誘致と

イノベーションの促進に有効であることが多くの国で実証されているとしている。 
この提案はハイフォン市の仕組みと類似しており、自由貿易区の設置・拡張の権限を市人民委員会に付与し

ている。 
現在、工業団地や経済区の設置は首相の決定に委ねられている。ホーチミン市は今後５年間（２０２６～３

０年）の社会経済開発目標を実現するために毎年８０億～１２０億ドルの予算を必要とするが、開発投資に割

り当てられる予算は必要額の３０％程度にとどまる。そのため、市は大規模で画期的な戦略的プロジェクトを

実施し、経験豊富で能力ある戦略的投資家を誘致する必要がある。（ＶＮエクスプレス） 
 

職員に笑顔や節度ある服装を義務づけ＝フート省 
フート省は責任ある行政の構築を目指し、職員に礼儀正しい服装、適切な行動、笑顔を義務付けた。 
省人民委員会が公布した各部局の職場文化に関する規則によると、省人民委員会と各地区人民委員会の管轄

下にある各門や公共サービス部門で働く者は職務の性質や職業の特性に相応しく、公序良俗に反しない服装を

着用しなければならない。 
具体的にはミニスカート、深いスリットの入ったスカート、襟のないワンピース、ジーンズ、Ｔシャツやサ

ンダル履きを禁止。スーツ、ネクタイ、伝統的なアオザイ、事務服の着用を推奨。「四つのｘｉｎ」(挨拶、謝

罪、感謝、謙虚)を実践し、「四つの lｕôｎ」(常に笑顔、常に優しく、常に耳を傾け、常に助け合い、俗語や

専門用語、難しい言葉を使わない)を心がけるとした。 
また、縁故採用を禁じ、自身の能力や評価に限界を感じた時には進んで辞職するよう求めた。（ＶＮエクス
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プレス） 
 

ザービン国際空港計画を承認＝国会 
国会は１１日、バクニン省で計画されているザービン国際空港建設プロジェクトの投資方針を承認した。 
それによると、同空港は国際民間航空機関（ＩＣＡＯ）が定める４F 基準を満たし、２０３０年までに年間

約３０００万人の旅客と１６０万トンの貨物を取り扱える能力を備える予定で、５０年までに旅客が約５００

０万人、貨物は２５０万トンに拡大することを予定している。 
総投資額は約１９６兆３７００億ドンで、事業は２期に分けて実施する。国際基準に沿って整備され、スマ

ートで環境に配慮した持続可能な空港となる。英スカイトラックスによる世界の五つ星空港のトップ１０入り

も目指す。（ＶＮエクスプレス） 
 
国内最大のスタジアム建設へ＝１３．５万席で世界２位規模―ハノイ 
ハノイ市人民評議会は１４日、総投資額９２５兆ドン規模のスポーツ都市区建設計画を承認した。総面積は

９０００ヘクタール超で、四つのゾーンに区分。このうちの「ゾーンＢ」では国内最大規模のスタジアムの建

設が予定されている。 
Ｂ区はトゥオンティン、タムフン、トゥオンフック、ダンホアの各地区にまたがる３１１８ヘクタール超。

２１階建てマンションやタウンハウス、ビラなどの開発を計画しており、広場、ショッピングセンター、ホテ

ル、病院、リゾート施設などを整備。アスリートや観光客の宿泊ニーズにも応える。 
目玉となるのは「ブロンズドラム（銅鼓）」と名付けられたスタジアムで、収容人数は１３万５０００人。

アジア競技大会やオリンピックの開催条件を満たし、北朝鮮の平壌にある綾羅島メーデー・スタジアム（１５

万席）に次ぐ世界２位の規模となるという。現在、国内最大のスタジアムはハノイにあるミーディン・スタジ

アムで約４万席となっている。（ＶＮエクスプレス） 
 
 

             ～企業～ 

 

文具大手ティエンロン、コクヨが買収へ 
文具大手ティエンロン・グループ（ＴＬＧ）の筆頭株主であるティエンロン・アンティン・インベストメン

ト（ＴＬＡＴ）は、保有するＴＬＧの全株式（４６．８２％相当）を日本のコクヨに譲渡することで交渉を進

めていると発表した。 
コクヨは、ＴＬＧの約１６００万株（１８．１９％相当）の公開買い付けも予定しており、最大でＴＬＧ株

の６５．０１％の取得を目指す。これにより、ティエンロングループを子会社化する。コクヨの発表によると、

同社は今回の株式取得に約２７６億円を投じる。 
今回の取引に、ティエンロンの関連会社であるフォンナム書店とＰＥＧＡホールディングスは含まれていな

い。 
ティエンロンの取締役会は、日本のパートナーの参画により、グローバル化という戦略的方向性に沿って協

力の余地が拡大することを期待している。 
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ティエンロン・グループは１９８１年の設立。２０１１年から売上高が１兆ドンを超え、１年後には利益も

１兆ドンを超えた。その後もほぼ順調に業績を伸ばしており、２５年１～９月の売上高は前年同期比約１１％

増の３兆２２５０億ドン超となった。ただ、税引き後利益は１１％減の約３７６０億ドンだった。（ＶＮエク

スプレス） 
 

高速鉄道向け車両生産へ韓国ロテムと提携＝Ｔｈａｃｏ 
複合企業チュオンハイグループ（Ｔｈａｃｏ）と韓国の現代ロテムは、ベトナムでの都市鉄道や高速鉄道向

け車両のベトナムでの生産に関する戦略的協力協定を締結した。 
これに基づき、現代ロテムは鉄道業界の最先端技術をＴｈａｃｏに移転し、ベトナム国内の施設で生産を行

い、車両情報統合システムの構築も支援する。 
Ｔｈａｃｏは「このシステムにより、生産、運行管理、保守、修理といった技術チェーン全体を国際基準に

沿って段階的に習得できるようになる」と述べている。 
Ｔｈａｃｏは、ホーチミン市ビンコー地区の 786ha に鉄道産業団地の建設を予定しており。全長４７キロ

のベンタイン－トゥーティエム－ロンタイン鉄道路線の調査と投資も提案している。（ＶＮエクスプレス） 
 
４Ｐ‘s のピザ、ベトナム航空が一部路線で提供 
ベトナム航空によると、同社はハノイまたはホーチミン市を出発する一部の路線で１２月１日から「Ｐｉｚ

ｚａ ４Ｐ‘s（ピザフォーピース）」のピザの機内提供を開始した。 
国内線はフライト時間が１時間以上、国際線は１時間３０分以上の路線が対象で、ベトナム航空が機内食を

販売するのはこれが初めて。 
販売されるピザは「マルゲリータ」と「４種チーズ」のハーフサイズで、料金は１１万９０００ﾄﾞﾝ。搭乗

の２４時間前までにベトナム航空のウェブサイトまたはアプリから予約する必要がある。 
４Ｐ‘s は２０１１年に日本人が創業したレストランチェーンで、ベトナム国内３５店舗の他、カンボジア、

インドネシア、日本、インドでも展開している。（ＶＮエクスプレス） 
 

ＨＣＭメトロ、上半期１４２０億ドンの赤字 
ホーチミン市で都市鉄道（メトロ）１号線(ベンタイン市場―スオイティエン間)を運営するＨＵＲＣ１は、

２０２５年上半期（１～６月）の監査済み財務諸表を発表し、１４２０億ドンの赤字だったと報告した。この

間、ハノイで都市鉄道２路線を運営するハノイメトロは９９億８０００万ドンの税引き後利益を計上している。 
ＨＩＲＣ１の報告によると、上半期の営業収入は１０４０億ドンで、このうちの１０３８億ドンは運賃収入

だった。一方、運行に要する経費は２３７５億ドンに上り、企業管理費などを含めると、税引き後損益は１４

１９億ドンの赤字となった。 
同社は報告書で、事業継続能力に疑義を生じさせる要因はないと明言している。同社はホーチミン市人民委

員会が１００％所有している。（カフェエフ） 
 

１カ月半で１５５店舗開設＝バックホアサイン 
デジタル機器販売大手テーゾイ・ジードン・インベストメント（ＭＷＧ）傘下の食品・消費財小売りチェー

ンの「バックホアサイン」は現在、創業以来最多となる２５２５店舗を展開している。 
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今年に入ってから計７５５店舗を新規開設し、当初目標の６００店舗を大幅に上回った。１０月末からの１

カ月半だけでも、ニンビン省とフンイエン省を中心に１５５店舗を開設した。 
ＭＷＧのブー・ダン・リン最高経営責任者（ＣＥＯ）は、先日行われた投資家向け説明会で、バックホアサ

インがニンビン省を北部進出の足掛かりに選んだのは同省が既に事業展開しているタインホア省に近く、物流

面で利便性が高いためだと説明した。 
また、トレンドは伝統的なチャネルから現代的なチャネルへと移行しており、バックホアサインの今後の新

規出店や市場シェア拡大への機会が創出されていると指摘。２０２６年の具体的な計画はまだないものの、新

規店舗の開設は確実であり、２５年の実績を下回ることはないと述べた。（カフェエフ） 
 

独シーメンス、ビンスピードに高速鉄道車両を提供へ 
複合企業ビングループ傘下の高速鉄道投資開発会社ビンスピードとドイツの電機メーカー「シーメンス」の

鉄道事業部門シーメンス・モビリティは１７日、高速鉄道分野での戦略的協力および技術移転契約を締結した。 
契約に基づき、シーメンス・モビリティは信号、通信、電力供給システムを含む車両および主要鉄道システ

ムを設計、供給。供給した車両やシステムの保守調整や技術移転も提供する。 
さらに、両社はハノイ－クアンニン間とベンタイン－カンゾー間（ホーチミン市）の高速鉄道プロジェクト

向け車両および関連システムの供給に関する包括契約も締結した。 
車両に関しては、シーメンス・モビリティは最新鋭の高速列車「ベラロ・ノボ（Ｖｅｌａｒｏ Ｎｏｖｏ）」

の供給を予定している。（ＶＮエクスプレス） 
 

 

～社会～ 

 

交通渋滞が深刻化＝前年比２４％増―ホーチミン市 
ホーチミン市建設局は、同市の交通渋滞が深刻化していると発表した。渋滞は２０２４年比で２４％増加し

たという。 
同局交通事業維持管理課のグエン・キエン・ザン次長は４日、社会経済状況に関する記者会見で、地方再編

後に多くの主要道路で交通量が急増し、小さな衝突でも長時間の渋滞を引き起こす可能性がある。 
主な原因は、市街からの自動車や個人車両の流入が増加する中、交通インフラの整備がこれに追いついてい

ないためで、建設工事による道路の占拠や事故処理の遅さも渋滞の一因となっている。 
建設局は交通警察（CSGT）と連携し、道路への負荷を軽減するための様々な対策を講じている。ＡＩカメ

ラを導入し、交通信号をリアルタイムで調整することで、過密状態になりやすい地域の渋滞緩和を図っている。

（キンテーサイゴン電子版） 
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～統計・数字～ 

 

１１月の自動車販売、前年同月比１１％減の３万９３３８台 
ベトナム自動車工業会（ＶＡＭＡ）が９日発表した２０２５年１１月の新車販売台数（輸入車含む）は前年

同月比１１％減の３万９３３８台だった。前月比では４％の微増だった。 
ＶＡＭＡによると、このうち乗用車が２万８５５７台、商用車が１万０２７３台、特殊車両が４８８台。 
また、国産車が１万８３７０台（前月比７％増）、輸入車は２万０９６８台（同１％増）だった。 
１～１１月の累計販売台数は前年同期比６．５％増の３２万８６６９台で、このうち国産車が３％減の１５

万５４１７台、輸入車が１７％増の１７万３２５２台だった。ダウトゥ電子版） 
 
ラオスと中国からの電力輸入、今後５年で 5 倍に増加見通し 
ベトナムはラオスと中国からの電力輸入が２０３０年に約１万１０００メガワット（ＭＷ）と現在の５倍超

になる見通しで、特に北部地域の電力供給確保が目的となっている。 
ベトナム電力協会とベトナム電力公社（ＥＶＮ）が１１月２８日にホーチミン市で開催した「２０２５年全

国電力科学技術会議」で、商工省エネルギー研究所電力システム開発部の関係者が発表した。 
このうち、ラオスからの輸入が少なくとも８０００ＭＷで、さらに増える可能性もある。第８次電力計画(改

訂版)によると、ベトナムは２０２６～３０年に年間１０％以上の国内総生産（ＧＤＰ）伸び率を実現し、３

１～５０年も約７．５％成長を維持するため、電力の生産・輸入量が３０年に５６０４億～６２４６億キロワ

ット時（ｋＷｈ）、５０年には１兆３６０１億～１兆５１１１億ｋＷｈに拡大する見通し。（ＶＮエクスプレス） 
 

２５年の訪越客、初の２０００万人＝フーコック空港で記念式典 
今年ベトナムを訪れた外国人観光客が初めて２０００万人を突破し、フーコック国際空港で１５日、記念式

典が開催された。２０００万人目となったのはポーランド人の女性で、真珠のネックレス、ビジネスクラス往

復航空券、五つ星ホテル宿泊券、フーコック島南部を巡るクルーズ利用券など、総額約５億ドン相当の記念品

が贈呈され、前後２人もそれぞれ２億ドン超相当の記念品を受け取った。 
文化スポーツ観光省のホー・アン・フォン次官は式典で、「新型コロナウイルス禍で世界の観光業がかつて

ない困難な時期を経験した。ベトナムは２０２２年３月１５日に観光活動を全面的に再開し、２３年に１２６

０万人、２４年に１７６０万人がベトナムを訪れた。２５年は２１００万人を超えると見込まれ、コロナ禍前

の１９年の１８００万人を大きく上回る見通しだ」と述べた。 
政府は８月５日付けの決議で観光業界に対し、２５年の外国人観光客２５００万人を目指すよう指示してい

る。（ベトナムネット） 
 

 

～事件・出来事～ 

 

フーコック島で大停電＝海底ケーブルのトラブルで 
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ベトナム本土のハティエン省からフーコック島に電力を供給する１１０キロボルト（ｋＶ）海底ケーブルに

不具合が発生し、約３万世帯と多くの観光施設が影響を受けた。 
アンザン電力は１１月３０日、事故はハティエン省で行われている沿岸道路の建設工事に関連したミスが原

因だと発表した。現在までに約１万７４００世帯で電力が復旧したが、北側エリアの１万２０００世帯で依然、

停電が続いている。 
南部電力公社は子会社各社からディーゼル発電機を動員し、フーコック島へ運び、電力供給に務めている。

（ＶＮエクスプレス） 
 

 


